
Ａ．過去の応急危険度判定活動の実態調査
・東北地⽅の⾃治体にヒアリング調査を実施し、過去の
⼤規模地震（東⽇本⼤震災等）における⾃治体の判定
活動の課題を把握しました。

・北海道で想定されている⼤規模地震に対して、地震発
⽣後に迅速かつ短期間で応急危険度判定活動を実施す
るためには、どの地域から被災地に判定⼠の派遣が可
能か事前に想定しておく必要があります。

・本研究は、応急危険度判定コーディネーター制度構築
のための課題を整理し、研修に必要な各様式や訓練マ
ニュアルを整理することを⽬的としています（図１）。

北海道内で開催される被災建築物応急危険度判定コーディネーター研修会で活⽤されます。また、振興局及
び市町村における震前判定計画を策定し、応急危険度判定コーディネーター制度の創設を進めます。

Ｂ．判定⼠派遣のシミュレーション

表２ コーディネーター研修の概要

表１ 振興局ごとの応援体制の内訳の例
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２．判定⼠派遣のシミュ
レーション
・判定⼠へのアンケート調査
・判定⼠の応援必要数算定
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４．判定コーディネーター
研修訓練⽅法の検証
・コーディネータ研修の実施

５．コーディネーター業務マニュアル作成に向けた課題整
理と対策⽅法の検討
・応急危険度判実施における課題を整理し、マニュアルの案を作成
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の結果を反映

C．判定コーディネーター研修に活⽤する資料作成

D．判定コーディネーター研修訓練⽅法の検証

E．コーディネーター業務マニュアル作成に向け
た課題整理と対策⽅法の検討

・応急危険度判定⼠に対し、判定活動の参加意向を調査
し判定⼠の動員率を設定し、北海道で想定されている
地震に対し応急危険度判定⼠の動員計画及び判定⼠の
応援必要⼈数の算定を⾏いました（表１）。

・応急危険度判定コーディネーター制度を運⽤する上で
課題となる事項を他府県の事例を参考に整理しました。
これらを参考に、応急危険度判定コーディネーター研
修に活⽤する資料（図２）を提案しました。

・提案した資料を⽤いコーディネーター研修を道内６箇
所で実施し（表２）、資料の有効性を検証しました。

・平成28年熊本地震における震災建築物応急危険度判
定活動を踏まえ、応急危険度判実施における課題を整
理し、マニュアル案を提案しました。
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渡島地区協議会 平成 26年 11月 20日 渡島総合振興局 ２０名 
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